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代表取締役副社長の椎名でございます。

本日はお忙しいところ、ご出席いただきましてありがとうございます。

2017年3月期の第1四半期決算実績の概要及び事業環境の今後の見通しについて、ご報告致し
ます。
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最初に、全社連結実績について概要をお話し致します。

受注高につきましては、通期連結業績予想の傾向と同様ではありますが、前期にありました大
型受注案件の反動減等もあり、対前期比203億円減少の4,847億円となりました。

一方、売上高は、対前期比336億円増の3,922億円、営業利益についても増収が主要因となり、
対前期比22億円の増益と、好調な決算となりました。

通期連結業績予想に向けては、“オントラック（on track）”の進捗状況だと見ております。

それでは、各項目について増減の内訳をご説明致します。
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まずは受注高です。

全体では対前期比203億円の減少となっておりますが、この主要因は公共・社会基盤となります。

前期において中央府省やユーティリティ業界向けの大型案件を受注しましたが、当期はその反動
減があるため、対前期比で343億円の減少となりました。ただし、この減少は、年度当初に想定し
ていた事象です。

それから、金融や法人・ソリューションにおいても、対前期比で減少となっておりますが、特に法
人・ソリューションについては、データセンタ事業において年度内の受注計上のタイミングを見直し
たことによる減少であり、通期では減少要素とならない見込みです。

グローバルについては、NTT DATA EMEA社の決算期を12月決算から3月決算に統一したことに
伴い、この第1四半期に6ヵ月分の受注高を計上しており、200億円程度の増加影響となりました。
円高による押し下げが100億円程度ある一方、スペインのeverisやBussiness Solutionsなど、ヨー
ロッパ全体でのオーガニックグロースもあり、トータルで対前期比237億円の増加となりました。

全体を通じまして、増減要素については全て通期連結業績に織り込み済みの事象です。

通期連結業績では対前期比で約1,500億円の減少を予定しておりますので、第1四半期での減
少幅は少なく見えますが、前期の第3四半期では前々期と比較して1,000億円程度の増加となって

おりましたから、今後その反動減が出ることを踏まえれば、おおむね予定どおりの進捗だと認識し
ております。

5



次に売上高ですが、こちらは全てのセグメントで増収となりました。

特に大きいのはグローバルです。受注高と同様、主にはNTT DATA EMEAを6ヵ月連結したことに
より約200億円の増収となったことや、ヨーロッパ全体でのオーガニックグロースによって増収とな
りました。なお、円高による押し下げ影響は、約120億円のマイナスです。

国内の3つのセグメントについては、それぞれ年度当初に予定した内容での増収となりました。

通期の連結業績予想に対して好調な進捗でありますが、売上高についても、前期の第3四半期
に100億円程度の一過性売上がありましたので、その反動減が今後発生することを踏まえれば、
受注高同様、概ね“オントラック（on track）”の進捗であります。
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営業利益の状況です。こちらは、公共・社会基盤以外はほぼ前期並みという結果となりました。

なお、不採算案件については全社で10億円を下回るレベルの損失に留めることができておりま
す。ただし、前期も第1四半期は12億円でしたので、それほど大きな増益要素とはなっておりませ
ん。

セグメント別に解説しますと、公共・社会基盤については、増収に加えて、原価率が改善したこと
により増益となりました。利益率が比較的良い案件がいくつか重なったことによるものです。

それから、金融と法人・ソリューションにつきましては、増収ではありましたけれども、今期より有
形固定資産の減価償却方法を定率法から定額法に変えた影響が、第1四半期では償却費の増加

として現れたことなどにより、前期並みとなりました。したがいまして、減価償却方法の変更がなけ
れば、金融、法人・ソリューションともに増収に伴って増益だったとご理解ください。

なお、この減価償却方法の変更については、第1四半期では営業利益のマイナスとして現れまし
たが、年度トータルで見ると、第2四半期以降は少しずつ償却費が減る影響が出てまいりますので、
通期では、年度当初にご説明しているとおり、ほぼゼロ（±0）となる見込みです。

それから、グローバルにつきましては、現在クロージングに向けて進めている北米の大型買収案
件に関連した費用が10億円程度発生しているということで、若干の減益となりました。この一過性
の費用を除けば増益であったとご理解ください。

したがいまして、全体的には第1四半期は想定どおりの結果であり、第2四半期以降に想定して
いるさまざまな要素を加味しても、現時点での通期の営業利益予想は、年度当初と同様の1,050
億円前後だと考えております。

次の8ページ以降で各セグメント別に数値をまとめておりますが、こちらについては後ほどご覧頂
ければと思います。説明は省略いたします。
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（説明省略）
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（説明省略）
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（説明省略）
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（説明省略）
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続きまして、セグメント別に、当社を取り巻く事業環境と第1四半期での主なトピックスについて、
ご説明いたします。
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まず、公共・社会基盤の事業環境です。中央府省や地方自治体関連では、競争の激化とコスト削
減要求は継続しており、引き続き厳しい市場環境と受け止めております。一方、今年5月に「世界最
先端IT国家創造宣言」が改定されたことを背景に、IoTやAIといった分野でのビジネスチャンスが期待
できると考えております。引き続き注力していきたいと思います。

また、マイナンバー関連やユーティリティの分野については、この3カ月で大きな見通しの変化はあ
りませんが、引き続き積極的な取り組みをしていきたいと考えております。
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金融でございます。銀行間決済の24時間・365日化や、Fintech等のビジネスチャンスは引き続き期待を
しており、注力していきたいと考えております。しかしながら、英国のEU離脱表明、いわゆるBrexitなどを
背景にした不安定な国際金融情勢が、各金融機関のIT投資姿勢に一部変化をもたらす可能性があるた
め、注視していく必要があると考えております。
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法人・ソリューションですが、この3カ月で大きな環境変化はございません。引き続きオムニチャネル、あ
るいはIoTの領域でビジネス拡大を目指していきたいと考えております。
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事業環境の最後はグローバルです。北米については直近では大きな変化はなく、引き続き緩やか
な市場成長を期待しております。ただ、北米を取り巻く海外の景況感悪化で、投資姿勢に一部慎重さ
が見られる分野もあり、状況をよく見極めていく必要があると思っております。

それから、中南米については、依然としてIT投資が業務標準化や効率化といったコスト削減目的の

投資でありますが、こちらも政治やマクロ経済の不安定さに対して、十分注視していく必要があると思
います。

ヨーロッパですが、ITサービス市場は引き続き堅調と受け止めていますが、先ほど申し上げたBrexit
の影響等が今度どのように現れるのかについては注視していきたいと思っております。

アジアにつきましては大きな変化はなく、引き続き長期的な成長市場という位置づけで取り組んでま
いりたいと思います。
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続きまして、第1四半期の主なトピックスを17ページ以降に記載しておりますので、ご紹介したい
と思います。

まず、公共・社会基盤です。事業戦略としては、マイナンバーやIoTといった新規領域、国内実
績・ノウハウの海外展開、電力・ガス分野のITマーケットへの注力、になります。

この四半期での取組として、全世界のデジタル3D地図の提供を開始したという事例、それから、
IoTプラットフォームを用いて上下水道事業者向けの新規領域の案件を推進している事例、また、
電力の小売自由化に対応した各種サービスを提供開始した事例をご紹介しております。
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こちらのページでは、金融及び法人・ソリューションの事例の一部を取りあげておりますが、まず
は金融からご説明いたします。金融の事業戦略は、決済の高度化への対応、規制緩和をきっか
けとした新たなサービスの創発、または海外進出の加速などお客様の変化を捉えたビジネス拡大
になります。

この四半期での取組としては、1点目が、電子記録債権版の一括ファクタリングサービスをりそな
銀行様や八十二銀行様に提供開始した事例、それから2点目は、あおぞら銀行様に、基幹系シス
テム「BeSTAcloud」という当社サービスの提供開始ができたことでございます。

続いて法人・ソリューションですが、デジタルが引き起こすバリューチェーンの変化と、お客様の
グローバルでのニーズを捉えて、トータルサービスをご提供することでITパートナーから事業パート
ナーへ進化しよう、という事業戦略で取り組んでおります。そうした点から2点の事例をあげており
ます。1点目は、オムニチャネルの領域で、ネットイヤーグループ様との協業が合意できたことです。
2点目は次の19ページに記載しておりますので、次ページをご覧ください。

18



法人・ソリューションの2点目の事例ですが、車載ソフトウェアの開発に関しまして、デンソー様と

協業関係を構築することができ、次世代車社会の発展に向けたビジネスで新たな発展が見られる
という事例となります。

また、グローバルでは、Global 2nd Stageに向けて、引き続きオーガニック成長とM&Aを通じて、各

地域や各事業領域で存在感を高めながら、グループ各社でグローバルに事業連携を図り、強み
やリソースを結集してさらなる競争力の源を作っていこう、という事業戦略で取り組んでおります。

そうした流れの中で2点の取組をあげております。1点目は、Bussiness Solutionsの中核会社であ
るitelligence AGを通じて2件のM&Aを実施し、ドイツを中心としたSAP関連ビジネスの基盤強化を進
めた事例、2点目は、APAC領域のベトナムにおける事例です。ベトナムにおいてはビルペイメント

事業（コンビニエンスストア等の大手加盟店を通じた請求収納代行）の拡大が期待されております。
当社の強みである決済ビジネスを更に拡大すべく、ペイメントビジネスに強みを持つVietUnion
Online Services Corporation（VietUnion社）を連結子会社化した事例となります。
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最後になりますが、研究開発の領域です。

当社の主力ビジネスであるシステムインテグレーション(SI)における開発力強化に向け、生産技

術の革新をテーマに取り組んでおります。その具体的事例として、レガシーモダナイゼーションの
取り組みをご紹介しています。

それから、お客様への魅力的なシステムの提供に向け、最先端技術を活用する取り組みとして、
中国の貴陽市で渋滞緩和技術の実証実験を行った取組事例、最後に、地方金融機関様のご協
力によるコミュニケーションロボットの実証実験をご紹介しております。

以上、この四半期での各分野での取り組みについて幾つかのトピックスをご紹介できました。新
しい中期経営戦略が始まり、まだ3カ月ですが、戦略の１つである「リマーケティングの更なる深

化」においては、電力小売自由化への対応サービスなど、もう１つの戦略である「技術革新による
価値創造」では、ロボティクス分野での実証実験やIoTのサービス展開など、また「NTT DATA : 
ASCEND」 ということで目指しているローカルプレゼンスの向上に向けても、ドイツでのSAP事業強
化など、いくつかご紹介することができ、良いスタートが切れたと感じております。

今後も、このようなトピックスをより多く皆様にお話しできるよう、引続き頑張って参りたいと思い
ます。
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こちらで資料によるプレゼンテーションは以上となりますが、最後に、現在クロージングに向けて
進めております北米での大型買収案件の現状につきまして、ご説明したいと思います。

現在は、各国当局に対する申請手続きや、譲り受け対象資産の確定などを行っているところで
す。

競争法に関する申請手続きについては、新興国を含めた複数の国で実施しておりますが、既に
大半の国では承認されておりまして、残りも最終段階まできている状況です。

一方で、Dell Services部門がグローバルにビジネス展開していることや、今回の買収が、単なる
株式取得のみではなく、Dellグループ各社からの事業の切り出しが必要なため、譲り受け対象資
産等の確定やその手続きに時間を要しているのが現状でありますが、順調に進捗しております。

クロージング時期について、まだ何月何日というのは今時点では申し上げられませんが、今年の
秋ぐらいを目処にクロージングできるよう対応していることをご報告させて頂きます。

この大型買収を踏まえた中期経営計画の目標値や、今年度の通期連結業績予想値については、
クロージング後できる限り速やかに発表いたしますので、申し訳ありませんが、今しばらくお待ち
頂ければと思います。

以上、私からの説明は終了いたします。どうもありがとうございました。
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（説明省略）
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（説明省略）
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（説明省略）
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（説明省略）
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（説明省略）
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（説明省略）
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（説明省略）
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